
会社設立 完全マニュアル - のどか会計事務所 
会社設立は、多くの起業家にとって夢への大きな一歩です。しかし、その道のりには「株式会

社と合同会社、どちらの形態が自分のビジネスに最適なのか？」「設立費用は具体的にいくら

見積もればいい？」「融資や補助金はどうやって活用する？」「そもそも事業計画ってどう書く

のが正解？」といった数多くの疑問や、複雑な手続きが待ち受けています。 

この記事は、会社設立を具体的に検討し始めたあなたが抱えるであろうあらゆる疑問や不安

を解消し、スムーズなスタートを切るための一助となることを目指しています。会社形態の選択

から、事業計画の練り上げ、法的な設立手続き、そして最も重要な資金調達戦略まで、各ス

テップを詳細に、そして具体的に解説していきます。設立後の手続きについても触れているた

め、起業の全体像を掴むことができるでしょう。 
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1. 会社形態の選択：株式会社 vs 合同会社 - 最適なのはどちらか？徹底比較 

日本における会社設立で最もポピュラーな選択肢は「株式会社」と「合同会社」です。この最初

の選択が、将来の事業運営、資金調達、そして会社の信用力に大きく影響します。単に設立コ

ストの安さだけで決めるのではなく、事業のビジョンや目標、運営スタイル、外部からの資金調

達計画、求める社会的信用度などを多角的に比較検討することが極めて重要です。 

よくある疑問とその答え： 

●​ Q: 経営の意思決定プロセスはどう違うの？ 
○​ A: 株式会社 は、出資者である「株主」が会社の所有者となり、経営は株主総会で選
ばれた「取締役」が行う「所有と経営の分離」が原則です。最高意思決定機関は株主

総会で、会社の基本方針や重要事項（定款変更、役員選任など）が、原則として保有

株式数に応じた多数決で決まります。取締役会を設置すれば、日常的な業務執行の

意思決定は取締役会が行います。この仕組みは、多くの外部投資家を受け入れやす

く、ガバナンス（企業統治）が効きやすい構造と言えます。 
○​ A: 合同会社 は、出資者である「社員」自身が経営も行う「所有と経営の一致」が原則
です。株主総会や取締役会の設置義務はなく、意思決定は通常、社員の過半数また

は総社員の同意によって行われます。定款で定めない限り、議決権は出資額に関わ

らず「1人1票」が基本です。これにより、迅速かつ柔軟な意思決定が可能になります
が、社員間で意見が対立した場合、デッドロック（意思決定の停滞）に陥るリスクも抱

えています。定款で利益配分や議決権の割合を自由に変更できるため、柔軟な組織

設計が可能です。 
●​ Q: 資金調達の選択肢は？どちらが有利？ 

○​ A: 株式会社 は、株式を発行することで多様な資金調達が可能です。特定の第三者
に株を割り当てる「第三者割当増資」、広く一般から募る「公募増資」、既存株主に割

り当てる「株主割当増資」などがあります。また、議決権を制限する代わりに配当を優

先する「種類株式」の発行など、戦略的な資金調達やガバナンス設計も可能です。将

来的には株式上場（IPO）による大規模な資金調達も目指せます。ベンチャーキャピ
タル（VC）などからの出資も受けやすい傾向にあります。 

○​ A: 合同会社 は株式を発行できないため、資金調達手段は限定されます。主な方法
は、新たな社員を追加して出資を募る、既存社員が追加出資する、金融機関からの

融資、少人数私募債の発行などです。特にVCなどからのエクイティ・ファイナンス（株
式による資金調達）は難しいとされています。 

●​ Q: 社会的な信用力に差はある？ビジネスに影響は？ 
○​ A: 一般的に株式会社の方が社会的信用度は高いと認識されています。これは、歴
史が長く、会社法による規制（決算公告義務など）がより厳格であること、上場の可能

性があることなどが理由です。この信用力は、大手企業との取引（BtoB）、金融機関
からの融資審査、優秀な人材の採用などの面で有利に働く可能性があります。 

○​ A: 合同会社 は比較的新しい会社形態（2006年導入）であることなどから、知名度や
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信用度が低いと見なされる傾向がありました。特に伝統的な企業や金融機関との取

引では不利になる可能性も指摘されてきました。しかし、近年、Apple Japan、
Google、Amazon Japanといった有名外資系企業が日本法人として合同会社形態
を採用していることもあり、その認知度と信頼性は向上しています。消費者向けビジ

ネス（BtoC）や、取引先の信用度調査があまり厳しくない業界であれば、信用度の問
題は比較的小さいかもしれません。 

●​ Q: 役員の任期や法的な責任はどう違う？ 
○​ A: 株式会社 の「取締役」の任期は、原則として選任後2年以内（非公開会社は定款
で最長10年まで延長可能）です。任期満了ごとに再任（重任）の手続きと登記（登録
免許税1万円）が必要です。取締役は会社に対して善管注意義務（善良な管理者とし
ての注意義務）と忠実義務を負い、これに違反して会社に損害を与えた場合は損害

賠償責任（任務懈怠責任）を負います。株主が経営者を訴える「株主代表訴訟」の制

度もあります。 
○​ A: 合同会社 の「社員」（業務執行社員を含む）には、法律上の任期の定めがありま
せん。辞任や解任がない限り地位は継続するため、定期的な変更登記は不要です

（定款で任期を定めることは可能）。業務執行社員も会社に対して善管注意義務や忠

実義務を負いますが、会社の債務に対する責任は、株式会社の株主と同様に有限

責任（出資額が限度）です。 
●​ Q: 設立費用や維持コストはどれくらい違う？ 

○​ A: 設立時の法定費用は、合同会社の方が圧倒的に安く済みます。株式会社は定款
認証（約3万～5万円）と登録免許税（最低15万円）が必要で、合計約20万円～（電子
定款利用時）が最低ラインです。一方、合同会社は定款認証が不要で、登録免許税

も最低6万円のため、合計約6万円～（電子定款利用時）で設立可能です。約14万円
以上の差が出ます。 

○​ A: 設立後の維持コストも、合同会社の方が低く抑えられます。株式会社は毎年の決
算公告が義務付けられており、官報掲載なら年間約7万円以上の費用がかかりま
す。また、役員の任期満了に伴う変更登記費用（1万円）も定期的に発生します。合同
会社は決算公告義務がなく、役員の任期もないため、これらの費用が原則かかりま

せん。 

比較まとめ：あなたに最適なのは？ 

検討ポイント 株式会社が有利な場合 合同会社が有利な場合 

資金調達（外部資本） 将来的にVCからの出資やIPOを
目指す 

主に自己資金や融資で賄う予定 

社会的信用度 大手企業との取引、許認可、人材

採用などで高い信用度が不可欠 
BtoCビジネス、信用度があまり問
われない業界、コストメリット重視 
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意思決定 多数の出資者が関与、ガバナン

ス重視 
少人数での経営、迅速な意思決

定が必要 

設立・維持コスト コストよりも信用度や将来性を優

先 
とにかくコストを抑えたい、スモー

ルスタートしたい 

経営の自由度 会社法に則った運営が必要 定款で柔軟なルール設計が可能 

事業承継・相続 株式譲渡による承継がしやすい

（ただし、譲渡制限も可能） 
社員の地位の承継は定款の定め

や他の社員の同意が必要な場合

があり、複雑になる可能性がある 
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2. 堅実な事業計画の策定：成功への羅針盤を描く 

事業計画書は、単に銀行から融資を引き出すためだけの書類ではありません。それは、あな

たのビジネスのアイデアを具体的な行動計画に落とし込み、進むべき方向を示す「羅針盤」で

あり、従業員や取引先、株主といったステークホルダーとビジョンを共有するための「設計図」

でもあります。精度の高い事業計画は、事業の成功確率を高めるだけでなく、予期せぬ事態

への備えにもなります。 

よくある疑問とその答え： 

●​ Q: 市場調査って具体的に何をどうすればいいの？ 
○​ A: まず、あなたの事業が戦う市場環境を正確に把握することが重要です。 

■​ マクロ環境分析（PEST分析など）: 政治(Politics)、経済(Economy)、社会
(Society)、技術(Technology)といった外部要因が自社に与える影響を分析しま
す。 

■​ 競合分析: 直接的・間接的な競合他社の製品・サービス、価格、強み・弱み、マー
ケティング戦略などを徹底的に調査・分析します。ウェブサイト分析ツール（

SimilarWebなど）やSNS、業界レポート、顧客へのヒアリングなどが有効です。マ
イケル・ポーターの「ファイブフォース分析」（業界内の競争、新規参入の脅威、代

替品の脅威、買い手の交渉力、売り手の交渉力）を用いて業界構造を理解する

ことも役立ちます。 
■​ 顧客調査: ターゲットとなる顧客層に対して、アンケート調査やインタビューを実施
し、具体的なニーズ、購買行動、価値観、製品・サービスへの評価などを直接収

集します。調査目的を明確にし、仮説を立て、中立的で分かりやすい質問を設計

することが重要です。 
■​ 公的統計データ・業界レポート: 政府統計の総合窓口「e-Stat」や、民間の調査会
社（矢野経済研究所、富士経済など）や業界団体が発行するレポートを活用し、

市場規模、成長性、トレンドなどの客観的なデータを把握します。 
●​ Q: 売上や費用の予測（収支計画）って、どうやって精度を高めるの？ 

○​ A: 収支計画は事業の生命線です。どんぶり勘定ではなく、根拠に基づいた現実的な
計画を立てることが重要です。 
■​ 売上予測: 「客単価 × 客数 × 回転数 × 営業日数」や「契約単価 × 契約数」といっ
た具体的な計算式、あるいは市場規模に対する想定シェア、類似事業の実績な

どを基に、複数のシナリオ（楽観・標準・悲観）で予測します。重要なのは、その算

出根拠を明確かつ具体的に説明できることです。日本政策金融公庫が提供する

創業計画書の記入例なども参考にしましょう。 
■​ 費用分析: 発生する費用を漏れなく洗い出し、変動費（売上の増減に比例する費
用：原材料費、仕入原価、販売手数料など）と固定費（売上に関わらず発生する

費用：人件費、家賃、減価償却費、リース料、水道光熱費など）に分類します。契
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約書や見積書、過去のデータ、人員計画などを基に、正確に見積もります。忘れ

がちな費用（社会保険料、税金、予備費など）も考慮に入れましょう。 
■​ 損益分岐点分析: 事業が利益も損失も出さない「トントン」の売上高（損益分岐点
売上高）を計算します（計算式：固定費 ÷ （1 - 変動費率）または 固定費 ÷ 限界利
益率）。これにより、事業継続に必要な最低限の売上目標が明確になります。 

■​ キャッシュフロー計画（資金繰り表）： 損益計算書上の利益と、実際の現金の動き
は必ずしも一致しません（例：売掛金の入金ズレ、借入金の返済）。そのため、月

次など短い期間での現金の収入と支出を予測し、手元資金の残高を管理する

キャッシュフロー計画（資金繰り表）の作成が極めて重要です。これにより、利益

が出ていても資金が不足する「黒字倒産」のリスクを防ぎます。中小企業庁提供

のテンプレートや会計ソフトを活用しましょう。 
●​ Q: 事業に潜むリスクにはどう備えればいい？ 

○​ A: どんな事業にもリスクはつきものです。事前にリスクを想定し、対策を講じておくこ
とが、事業の継続性を高めます。 
■​ リスクの特定（洗い出し）: 事業を取り巻く潜在的なリスクを網羅的に洗い出しま
す。外部環境（市場変動、競合激化、法規制変更など）と内部環境（人材流出、技

術トラブル、情報漏洩、資金繰り悪化など）の両面から考えます。SWOT分析の
「脅威（Threats）」も参考にします。 

■​ リスク評価: 洗い出したリスクごとに、「発生可能性（高・中・低など）」と、発生した
場合の「影響度（甚大・大・中・小など）」を評価し、マトリクスなどを使って可視化し

ます。これにより、優先的に対応すべき重要なリスクが明確になります。 
■​ 対応策の検討: 優先度の高いリスクに対し、具体的な対応策を検討します。「回
避（リスクの高い活動から撤退・変更する）」「軽減（発生可能性や影響度を下げ

る対策を講じる：例 品質管理強化、バックアップ体制構築）」「移転（リスクを他者
に転嫁する：例 損害保険への加入、業務委託）」「受容（リスクを受け入れ、発生
した場合の対応計画を準備しておく：例 緊急時マニュアル作成、予備資金確
保）」の4つのアプローチがあります。 

■​ 事業計画書への記載: 特定したリスク、その評価、具体的な対応策、担当者、実
施時期などを事業計画書に明記します。これにより、リスク管理能力をアピール

でき、計画全体の信頼性が向上します。 
●​ Q: 事業計画を作る上で参考になる情報源は？ 

○​ A: ゼロから作成するのは大変です。以下の情報源を活用しましょう。 
■​ 日本政策金融公庫（JFC）： ウェブサイトで「創業計画書」のテンプレート（Excel、

PDF）と多様な業種別の記入例を無料で提供しています。融資申請の有無に関
わらず、計画書の構成要素や記載すべき内容の参考になります。 

■​ 中小企業庁（SMEA）： ウェブサイト上で様々な経営支援情報を提供。「経営自己
診断システム」は自社の財務状況を同業他社と比較分析できる無料ツールで

す。ポータルサイト「ミラサポplus」では、補助金情報の検索や経営相談、各種経
営診断ツール（ローカルベンチマークなど）が利用できます。 

© 2025 のどか会計事務所（nodokaya.jp） All rights reserved. 
6 



■​ 業界団体・調査機関: 各業界団体は、業界動向、統計データ、法規制に関する情
報などを提供しており、市場分析や事業戦略策定に有用です。民間の調査会社

のレポートも参考になります（有料の場合が多いですが、要約版が無料公開され

ていることも）。 
■​ 書籍・セミナー: 事業計画の書き方や経営戦略、財務に関する書籍は数多く出版
されています。また、商工会議所や民間企業が開催する起業セミナーやワーク

ショップも、知識習得だけでなく、専門家や起業仲間とのネットワーク構築の機会

となります。 
■​ 専門家（中小企業診断士、税理士など）： 事業計画の策定支援や、客観的な視
点からのアドバイスを受けることができます。 
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3. 会社概要の決定：会社の「顔」と「骨格」を決める 

事業計画と並行して、会社の基本的なプロフィール、いわば「顔」と「骨格」となる事項を決定す

る必要があります。これらは会社の憲法とも言える「定款」に記載され、法務局に登記される非

常に重要な情報です。 

よくある疑問とその答え： 

●​ Q: 会社名（商号）を決める際のルールや注意点は？ 
○​ A: 商号は会社の第一印象を決める重要な要素ですが、自由に決められるわけでは
ありません。以下のルールと注意点があります。 
■​ 必須ルール: 

■​ 会社の種類を示す文字（「株式会社」または「合同会社」）を商号の前か後ろ
に必ず含める必要があります。 

■​ 使用できる文字は、漢字、ひらがな、カタカナ、ローマ字（大文字・小文字）、
アラビア数字（0～9）です。 

■​ 記号は、「＆」（アンパサンド）、「’」（アポストロフィ）、「，」（コンマ）、「－」（ハイ
フン）、「．」（ピリオド）、「・」（中点）のみ、原則として字句（単語）を区切る場合

に限り使用可能です。商号の先頭または末尾には使用できません（ピリオド

を除く）。 
■​ 「〇〇支店」「△△事業部」のような会社の一部門を示す文字は使用できませ
ん。 

■​ 「銀行」「保険」「信託」など、特定の業種を示す文字は、その業種の免許や許
可等がない限り使用できません。 

■​ 公序良俗に反する名前（猥褻な言葉など）は認められません。 
■​ 重要確認事項（トラブル回避のため）： 

■​ 同一商号・同一本店の禁止: 同じ住所に同じ商号の会社は登記できません。 
■​ 類似商号調査: 以前より規制は緩和されましたが、既存の会社と同一または
非常に似通った商号で、かつ事業内容も類似している場合、不正競争防止

法に基づき損害賠償請求や商号使用差し止め請求を受けるリスクがありま

す。特に同業他社が近隣にある場合は注意が必要です。法務局の商号調査

簿（窓口）、またはオンラインの「登記・供託オンライン申請システム」（登記

ねっと）の商号調査機能、国税庁「法人番号公表サイト」などで事前に調査し

ましょう。 
■​ ドメイン名の空き状況確認: ホームページ開設は必須の時代です。希望する
商号（またはそれに関連する名前）のドメイン名（例: 〇〇〇.com, 
△△△.co.jp）が取得可能か、ドメイン登録サービスのウェブサイト（例: お名
前.com, ムームードメインなど）で必ず確認しましょう。先にドメインだけ取得
しておくのも有効です。 

■​ 商標登録の確認: 希望する商号や、使用予定のロゴマークが、他社の登録
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商標と抵触しないかを確認することが極めて重要です。抵触する場合、商標

権侵害となり、商号やロゴの変更を余儀なくされる可能性があります。独立

行政法人工業所有権情報・研修館（INPIT）が提供する無料のデータベース
「特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）」で、称呼（読み方）や文字列、図形な
どで検索できます。必要であれば、商標登録の出願も検討しましょう。 

○​ ポイント: 法務局への登記可否（類似商号）、ウェブサイト用ドメイン名の取得可否、そ
して商標としての利用可否は、必ずセットで確認してください。どれか一つでも問題が

あれば、後々大きなトラブルやブランドイメージの毀損に繋がる可能性があります。 
●​ Q: 本店所在地はどこにすべき？選択肢とメリット・デメリットは？ 

○​ A: 本店所在地は、定款への記載および登記が必要な会社の公式住所です。選択肢
にはそれぞれ一長一短があります。 
■​ 賃貸オフィス: 

■​ メリット: 対外的な信用度が高まりやすい。従業員の雇用や事業規模の拡大
に対応しやすい。来客対応がスムーズ。 

■​ デメリット: 初期費用（敷金、礼金、保証金、仲介手数料など）や月々の賃料
が高額になりがち。設立間もない企業は賃貸借契約の審査が通りにくい場合

がある。 
■​ 注意点: 契約前に必ず「法人登記が可能か」「事業用途での使用が認められ
ているか」を確認してください。居住用物件を無断で事業用として登記する

と、契約違反になるだけでなく、家賃の消費税仕入税額控除が認められない

などの税務上の問題も発生します。 
■​ バーチャルオフィス: 

■​ メリット: 物理的なスペースを借りるより大幅にコストを削減できる。都心一等
地などの住所を利用でき、企業のイメージアップに繋がる可能性がある。自

宅住所を公開せずに済み、プライバシーを保護できる。郵便物転送や電話応

対代行などの秘書サービスを利用できる場合がある。法人登記可能なサー

ビスが多い。 
■​ デメリット: 物理的な作業スペースがないため、別途確保が必要。社会的信
用度が賃貸オフィスに比べて低いと見なされ、法人口座の開設審査が厳しく

なったり、融資審査で不利になったりする可能性がある。他の利用者と住所

が重複する。事務所要件のある許認可（例: 士業、建設業、不動産業、人材
派遣業など）は取得できない。運営会社が倒産するリスクもある。 

■​ 注意点: サービス内容（郵便物転送の頻度・方法、会議室利用の可否・料
金、電話応対の質など）と料金体系は運営会社によって大きく異なります。複

数の会社を比較検討し、法人登記が可能か、必要なサービスが含まれてい

るかを必ず確認しましょう。 
■​ 自宅: 

■​ メリット: オフィス賃料や初期費用が不要で、コストを最小限に抑えられる。通
勤時間がかからない。自宅の家賃や光熱費、通信費の一部を按分して経費
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計上できる可能性がある。 
■​ デメリット: 自宅住所が登記情報として一般公開され、プライバシーの問題が
生じる可能性がある（名刺やウェブサイトへの記載も必要になる場合があ

る）。対外的な信用度が低く見られやすい。賃貸物件の場合は契約で事業利

用や登記が禁止されている可能性が高い。分譲マンションでも管理規約で制

限されている場合がある。来客対応が難しい。特定の許認可が取得できな

い。住宅ローン控除を受けている場合、事業利用の割合によっては控除が適

用されなくなる可能性がある。 
■​ 注意点: 法的には自宅住所での登記は可能ですが、賃貸借契約書やマン
ションの管理規約、住宅ローンの契約内容を必ず確認してください。トラブル

を避けるため、事前に大家さんや管理組合、金融機関に相談することが望ま

しいです。 
○​ ポイント: 本店所在地の選択は、単なるコスト比較の問題ではありません。選択した
場所の種類が、取引先や金融機関からの信用度、許認可の取得可否、銀行口座開

設の難易度、さらには税務（法人住民税の均等割は本店所在地で課税される）、住宅

ローン控除にまで影響を及ぼす可能性があります。事業内容、将来の成長計画、必

要な許認可、外部との関係性（来客の有無など）を総合的に考慮し、戦略的な視点で

決定する必要があります。 
●​ Q: 資本金はいくらに設定すればいい？1円でも大丈夫？ 

○​ A: 2006年の会社法改正により、最低資本金制度（株式会社1,000万円、有限会社
300万円）が撤廃され、株式会社・合同会社ともに法律上は資本金1円から設立可能
になりました。 

○​ ただし、「1円で設立できる」ことと「1円で設立すべき」かは全く別の問題です。 
■​ 許認可要件: 特定の事業（例: 建設業の特定建設業許可で2,000万円以上、一
般建設業許可で500万円以上の自己資本、有料職業紹介事業で500万円以
上、労働者派遣事業で2,000万円以上など）を行うためには、法律で定められた
最低資本金額や純資産額を満たす必要があります。事業を開始する前に、必要

な許認可とその要件を必ず確認してください。 
■​ 融資・信用度への影響: 資本金の額は、会社の体力（財務基盤）や事業への本
気度を示す指標と見なされます。資本金が極端に低い（例: 1円や数万円）場合、
金融機関からの融資審査で不利になったり、取引先から信用不安を持たれたり

する可能性があります。特に創業融資では、自己資金（資本金を含む）の額やそ

の準備期間が重視される傾向があります。 
■​ 運転資金: 設立当初は売上が安定しないことが多いため、当面の運転資金（家
賃、人件費、仕入費など）を資本金として準備しておくことが、資金繰りの安定に

繋がります。一般的には、3ヶ月～6ヶ月分の運転資金を資本金の一つの目安と
することが推奨されます。 

■​ 税金への影響: 資本金が1,000万円未満の場合、設立1期目および2期目の消費
税が免除される可能性があります（特定期間の課税売上高や給与支払額によっ
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ては免除されない場合あり）。また、法人住民税の均等割額は資本金の額によっ

て変動します。 
○​ 現物出資: 現金の代わりに、発起人が保有する不動産、車両、パソコン、有価証券、
知的財産権などの資産を資本金として出資することも可能です。 
■​ 手続き: 定款に現物出資する旨、その財産の詳細、価額、出資者の氏名を記載
する必要があります。原則として、裁判所が選任した検査役による価額の調査が

必要ですが、①価額総額が500万円以下の場合、②市場価格のある有価証券
で定款記載価額が市場価格を超えない場合、③弁護士・税理士等の証明がある

場合（不動産は不動産鑑定士の鑑定評価も必要）などは調査が不要です。 
■​ 税務: 現物出資は、税法上、出資者がその資産を時価で会社に売却し、その代
金で出資したとみなされるため、資産の種類や取得価額によっては、出資者に譲

渡所得税などが課税される可能性があります（特に含み益のある不動産や有価

証券）。 
○​ ポイント: 資本金の額は、単なる設立要件ではなく、会社の信用力、資金繰り、税務
戦略に影響する重要な要素です。法律上1円で可能でも、実務上は推奨されません。
①許認可要件、②当初の運転資金、③対外的な信用度、④消費税免除などの税制

メリットを総合的に考慮し、事業規模に見合った適切な金額を設定すべきです。設立

時の登録免許税は資本金額の0.7%（株式会社最低15万円、合同会社最低6万円）
であることも念頭に置きましょう。 

●​ Q: 定款に記載する「事業目的」はどう書けばいい？たくさん書いた方がいい？ 
○​ A: 事業目的は、会社がどのような事業を行うかを公示するもので、定款への記載と
登記が必要です。以下の点に注意して記載しましょう。 
■​ 記載ルール: 

■​ 適法性: 法律や公序良俗に反する事業（例: 違法薬物の販売、詐欺行為）は
記載できません。 

■​ 営利性: 株式会社や合同会社は営利法人であるため、利益追求を目的とし
ない活動（ボランティア、寄付など）を主たる目的とすることはできません（付

随的な活動として記載することは可能）。 
■​ 明確性: 第三者（金融機関、取引先、顧客、許認可庁など）が見て、具体的に
どのような事業を行っているか理解できるように、分かりやすい表現を用いる

必要があります。一般的でない専門用語や抽象的すぎる表現（例: 「商業」
「サービス業」「コンサルティング業」のみ）は避けるべきです。 

■​ 具体性: 「〇〇の企画、開発、製造、販売及び輸出入」「〇〇に関するコンサ
ルティング業務」「ウェブサイトの企画、制作及び運営」のように、ある程度具

体的な内容を記載することが望ましいです。 
■​ 記載範囲と数: 

■​ 設立時にすぐに開始する事業だけでなく、将来的に行う可能性のある事業も
記載しておくことができます。後から事業目的を追加・変更するには、株主総

会の特別決議（株式会社の場合）などの定款変更手続きと、登記変更（登録
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免許税3万円）が必要になるため、設立時にある程度幅広く記載しておくのが
一般的です。 

■​ 記載する事業目的の数に法的な上限はありません。しかし、あまりにも多くの
目的を羅列しすぎると、何の会社か分かりにくくなり、かえって信用を損なう

可能性もあります。通常は、関連性の高いものを中心に5～10個程度に絞る
のが適切とされています。 

■​ 最後に「前各号に付帯関連する一切の事業」または「前各号に附帯又は関連
する一切の業務」といった包括的な文言（いわゆるバスケット条項）を加えて

おくのが一般的です。これにより、記載した目的に関連する細かな業務をカ

バーできます。 
■​ 許認可との関連（最重要ポイント）： 

■​ 建設業、不動産業、飲食業、古物商、酒類販売業、運送業、人材紹介・派遣
業、旅行業、金融商品取引業、医療・介護サービスなど、多くの事業を行うた

めには、行政機関からの許認可が必要です。 
■​ これらの許認可を取得するためには、定款の事業目的に、許認可庁が指定
する特定の文言や事業内容が正確に含まれている必要があります。例え

ば、中古車販売なら「古物営業法に基づく古物商」、レストランなら「飲食店の

経営」、不動産仲介なら「宅地建物取引業」「不動産の売買、賃貸、管理及び

その仲介」といった具体的な記載が求められる場合があります。 
■​ 許認可が必要な事業を行う予定がある場合は、定款作成前に必ず管轄の行
政庁（保健所、都道府県庁、運輸局、警察署、財務局など）に必要とされる事

業目的の記載内容・文言を確認し、それを正確に定款に反映させてください。

記載漏れや不備があると、許認可申請が受理されない、あるいは許可が下

りず、事業開始が大幅に遅れる原因となります。 
■​ 目的外行為のリスク: 定款に記載された事業目的の範囲を著しく逸脱する活動は
「目的外行為」とみなされ、その法律行為の有効性が問題となる可能性がありま

す。また、金融機関からの融資審査や取引先との関係においても、事業実態と定

款の記載内容が大きく乖離していると、信頼性に疑問符が付く可能性がありま

す。 
●​ Q: 役員構成はどう決める？役員報酬のルールと税金についても教えて！ 

○​ A: 会社の経営を担う役員の選任と、その報酬設定は、会社運営と税務の両面から
非常に重要です。 
■​ 役員の適格性（欠格事由）: 誰でも役員（株式会社の取締役、合同会社の業務執
行社員など）になれるわけではありません。会社法では、以下のような者は役員

になれないと定めています（欠格事由）。 
■​ 法人 
■​ 成年被後見人または被保佐人（ただし、この規定は見直しの動きがありま
す） 

■​ 会社法、金融商品取引法、破産法などの特定の法律に違反し、刑の執行が
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終わってから2年を経過しない者 
■​ 上記以外の罪で禁錮以上の刑に処せられ、その執行が終わるまでの者（執
行猶予中の者を除く） 

■​ なお、自己破産したことがあるだけでは欠格事由にはなりません。未成年者
も親権者の同意があれば取締役に就任可能です。 

■​ 代表取締役の選定方法（株式会社の場合）： 会社の代表者である代表取締役
は、以下のいずれかの方法で選定されます。 
■​ 取締役会設置会社の場合: 原則として取締役会の決議で選定します。 
■​ 取締役会非設置会社の場合: ①定款で直接定める、②株主総会の決議で選
定する、③定款の定めに基づき取締役の互選（取締役同士の話し合いで過

半数により選定）で定める、のいずれかとなります。 
■​ 役員報酬のルールと税務: 役員報酬は、従業員の給与とは異なり、税務上の
ルールが厳格に定められています。ルールを守らないと、報酬が経費（損金）とし

て認められず、法人税負担が増える可能性があります。 
■​ 決定プロセス: 役員報酬の額や算定方法は、定款に定めるか、株主総会の
決議によって決定するのが原則です（合同会社の場合は社員の同意など）。 

■​ 損金算入の要件: 役員報酬を経費（損金）として法人税の計算上、損金算入
するためには、原則として以下のいずれかの要件を満たす必要があります。 
1.​ 定期同額給与: 支給時期が1か月以下の一定期間ごとで、その事業年度
の各支給時期における支給額が同額である給与。原則として、事業年度

開始の日から3か月以内に改定し、その事業年度中は基本的に同額を
維持する必要があります。むやみに変更すると損金算入が認められませ

ん。 
2.​ 事前確定届出給与: 賞与（ボーナス）のように、所定の時期に確定額を
支給する旨を定め、事前に税務署長に届け出た給与。届け出た通りの

時期・金額で支給する必要があります。届出には期限があります。 
3.​ 業績連動給与: 利益に関する指標などに連動して支給額が算定される
給与。適用要件が非常に厳しく、主に上場企業などが対象です。 

■​ 不相当高額部分の否認: 上記の要件を満たしていても、役員の職務内容、会
社の収益状況、他の従業員の給与水準、同業他社の役員報酬水準などに

照らして不相当に高額と認められる部分は、損金算入が否認される可能性

があります。 
■​ 報酬額の決め方のポイント: 役員報酬の額は、①会社の利益計画や資金繰
り状況、②社長自身の生活費、③同業他社や同規模企業の役員報酬相場

（国税庁の民間給与実態統計調査などが参考になる）、④法人税と役員個人

の所得税・住民税・社会保険料負担のバランス（節税の観点）などを総合的

に考慮して決定します。 
○​ ポイント: 役員報酬の設定は、単なる金額決定ではなく、重要な税務戦略です。特に
「定期同額給与」は期首3ヶ月ルールがあるため、事業年度開始時に慎重に計画し、
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決定する必要があります。安易な決定や手続きの不備は、予期せぬ税負担増に繋

がるリスクがあります。必ず税理士などの専門家に相談し、最適な報酬設計と手続き

を行うことを強く推奨します。 
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4. 設立手続きのナビゲーション：ステップ・バイ・ステップで確実に進める 

会社の基本情報（概要）が固まったら、いよいよ法務局への登記申請に向けた具体的な設立

手続きを進めていきます。手続きには多くの書類作成やステップがあり、正確さが求められま

す。 

よくある疑問とその答え： 

●​ Q: 会社の憲法「定款」って、どうやって作って、どうすればいいの？ 
○​ A: 定款は会社の基本的なルールを定めた文書で、設立時には必ず作成が必要で
す。 
■​ 記載事項: 定款には、必ず記載しなければ定款自体が無効になる「絶対的記載
事項」（①商号、②事業目的、③本店所在地、④設立に際して出資される財産の

価額またはその最低額、⑤発起人の氏名・住所）、記載しなければその効力が生

じない「相対的記載事項」（例: 現物出資、株式の譲渡制限、役員の任期伸長、株
主総会以外の取締役選任方法、取締役会・監査役等の機関設置など）、そして

法律に反しない範囲で任意に定められる「任意的記載事項」（例: 事業年度、取
締役の員数、株主総会の招集時期・場所、配当金の定めなど）があります。テン

プレートを参考にしつつ、自社の実情に合わせて内容を検討しましょう。 
■​ 電子定款 vs 紙定款: 

■​ 電子定款: PDFファイル形式で作成し、作成者（通常は発起人または依頼さ
れた専門家）が電子署名を行います。最大のメリットは、紙の定款で必要とな

る収入印紙代4万円が不要になることです。デメリットは、作成にPDF編集ソ
フト（Adobe Acrobatなど）やICカードリーダーライタ、マイナンバーカード（ま
たは他の電子証明書）が必要となり、初期投資や設定の手間がかかる場合

があることです。 
■​ 紙定款: Wordなどで作成し、印刷・製本して発起人全員が実印を押印しま
す。公証役場での認証後、登記申請用に謄本を取得し、原本には収入印紙4
万円を貼付する必要があります。 

■​ 公証役場での認証（株式会社のみ）： 株式会社の場合、作成した定款は、本店所
在地を管轄する公証役場で公証人の認証を受けなければ法的な効力を持ちま

せん（合同会社の場合は認証不要）。 
■​ 手続き: 事前に公証役場に電話などで連絡・予約し、必要書類（定款案、発
起人全員の印鑑証明書（発行後3ヶ月以内）、実印、身分証明書など。代理
人が申請する場合は委任状も必要）を確認します。電子定款の場合はオンラ

インでの申請も可能です。公証役場によっては、事前にメール等で定款案の

内容を確認してもらえる場合があります。 
■​ 費用: 認証手数料として資本金の額に応じて3万円～5万円、謄本交付手数
料（紙の場合、1枚250円程度）、電子定款の場合は電磁的記録の保存手数
料（300円）などが必要です。 
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■​ 注意点: 認証後の定款修正は原則できないため、認証前に内容を十分に確
認することが重要です。 

●​ Q: 資本金の払込みって、具体的にどうやるの？証明書類は？ 
○​ A: 定款で定めた資本金を実際に払い込む手続きです。 

■​ 払込手続き: 定款認証後（合同会社の場合は定款作成後）、発起人個人の銀行
口座のいずれか一つ（通常は発起人代表の口座）に、各発起人が自身の出資額

を払い込みます。設立前の会社名義の口座は存在しないため、既存の個人口座

を使用します。この際、誰がいくら払い込んだかを明確にするため、他の発起人

からの払込みは「振込」で行うことが推奨されます。発起人一人の場合は、自身

の口座に「預入」でも構いません。 
■​ 払込証明書の作成: 資本金が正しく払い込まれたことを証明する書類を作成し、
登記申請時に提出する必要があります。 
■​ ①払込証明書を作成: 「払込があった金額の総額」「払込があった株式数（株
式会社の場合）」「1株あたりの金額（株式会社の場合）」「払込が完了した日
付」「本店所在地」「商号」「代表取締役（または代表社員）の氏名」を記載した

書面を作成し、会社の実印（届出予定のもの）を押印します。日付は、全額の

払込が完了した日以降の日付を記載します。 
■​ ②通帳コピーを準備: 資本金の払込に使用した発起人個人の口座の通帳に
ついて、①表紙（銀行名、支店名、口座種別、口座番号、口座名義人がわか

る部分）、②見開き1ページ目（カタカナでの名義人などが記載されている
ページ）、③資本金の入金が記帳されたページ（該当する入金記録にマー

カーなどで印をつけると分かりやすい）の3箇所をコピーします。 
■​ ③ネット銀行の場合: 通帳がないネット銀行の場合は、ウェブサイトから①銀
行名、②支店名、③口座番号、④口座名義人、⑤入金日、⑥入金金額が全

て確認できる取引履歴画面などを印刷します。 
■​ ④製本: 作成した払込証明書を一番上にし、次に通帳のコピー（①表紙→②
見開き1P目→③入金記録ページ の順）を重ね、左側をホチキスで綴じます。
各ページの綴じ目に会社代表印で割印をします（近年は不要とする運用もあ

るようですが、念のため行う方が無難です）。 
●​ Q: 会社設立登記にはどんな書類が必要？どこにどうやって提出するの？ 

○​ A: 設立手続きの最終段階が、法務局への登記申請です。 
■​ 主な必要書類（株式会社・発起設立の場合の例）： 

■​ 設立登記申請書 
■​ 登録免許税納付用台紙（収入印紙を貼付。金額は資本金の額×0.7％、最低

15万円） 
■​ 定款（公証人認証済みのもの） 
■​ 発起人の決定書（本店所在地などを発起人全員で決定した場合） 
■​ 設立時取締役（及び監査役など）の就任承諾書（個人の実印を押印） 
■​ 設立時取締役（及び監査役など）全員の印鑑証明書（発行後3ヶ月以内） 
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■​ 資本金の払込証明書（前述のもの） 
■​ 印鑑届出書（会社の実印を登録するための書類） 
■​ 登記すべき事項を記録したCD-RまたはDVD-R（またはオンライン申請の場
合はデータ送信） 

■​ （現物出資がある場合）財産引継書、資本金の額の計上に関する証明書、調
査報告書または弁護士等の証明書など 

■​ （その他）本人確認証明書、委任状（代理申請の場合）など 
■​ ※必要書類は会社の形態（合同会社か）、設立方法（発起設立か募集設立
か）、機関設計などによって異なります。必ず法務局のウェブサイトや窓口で

確認するか、専門家にご相談ください。 
■​ 提出先: 会社の本店所在地を管轄する法務局。 
■​ 提出方法: 

■​ 窓口申請: 法務局の窓口に直接書類を持参して提出します。書類に軽微な
不備があればその場で補正（修正）を指示される可能性がありますが、移動

時間や待ち時間がかかります。 
■​ 郵送申請: 書留郵便など追跡可能な方法で法務局に郵送します。法務局に
到着し受理された日が会社設立日となります（日付指定は不可）。郵送先を

間違えないよう注意し、封筒の表面に「登記申請書在中」と明記し、連絡先電

話番号も記載しておくと、不備があった場合に連絡を受けやすくなります。 
■​ オンライン申請（電子申請）： 法務省の「登記・供託オンライン申請システム」
（登記ねっと）を利用してインターネット経由で申請します。申請者情報の登

録、専用ソフトのインストール（必要な場合）、電子署名の付与（マイナンバー

カード等が必要）、添付書類のスキャン・PDF化など、事前の準備と一定のIT
スキルが必要です。登録免許税もインターネットバンキング等で電子納付が

可能です。24時間申請可能ですが（受付時間は平日8:30～21:00）、システ
ム操作に慣れが必要です。 

○​ 登記完了までの期間: 申請書類に不備がなければ、通常1週間～10日程度で登記が
完了します。登記完了予定日は法務局で確認できますが、書類の補正（修正指示）

があるとさらに日数がかかる場合があります。登記手続き中は、原則としてその会社

の登記事項証明書（登記簿謄本）や印鑑証明書は発行されません。 
●​ Q: 設立手続きは複雑そう… 専門家やツールに頼むメリット・デメリットは？ 

○​ A: 設立手続きは自分で行うことも可能ですが、時間と手間がかかり、ミスも起こりや
すいため、外部のサポートを活用する選択肢も有効です。 
■​ 司法書士への依頼: 

■​ メリット: 登記申請の専門家であり、書類作成から申請までを正確かつ迅速に
進めてくれます。手続きのミスを防ぎ、設立者自身は事業準備に集中できま

す。多くの場合、電子定款作成に対応しており、印紙代4万円を節約できま
す。 

■​ デメリット: 依頼費用（報酬）が発生します。報酬相場は株式会社設立で6万
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円～10万円程度、合同会社設立で5万円～9万円程度が目安ですが、定款
の内容や業務範囲によって変動します。司法書士の業務範囲は主に登記関

連であり、設立後の税務相談や許認可申請などは別途、税理士や行政書士

への依頼が必要になる場合があります。 
■​ 会社設立支援ツール（例：freee会社設立、マネーフォワード クラウド会社設立な
ど）： 
■​ メリット: ガイドに従って情報を入力するだけで、定款案や登記申請書などの
必要書類を自動作成できます。専門家への依頼に比べて費用を大幅に抑え

ることができます（多くは無料または非常に低価格で提供されています）。電

子定款作成に対応しているサービスが多く、印紙代の節約も可能です。 
■​ デメリット: あくまで書類作成の補助ツールであり、最終的な書類内容の確認
や法務局への提出は自分で行う必要があります。定型的な設立手続きを前

提としており、特殊な定款内容（種類株式発行など）や複雑な資本構成など、

個別のケースには対応できない場合があります。設立後の税務や労務に関

するサポートは限定的です。クラウドサービスであるため、情報セキュリティ

には注意が必要です。 
■​ 自分で手続き（DIY）： 

■​ メリット: 費用を法定費用（登録免許税など）のみに抑えることができます。会
社法や登記手続きに関する知識が身につきます。 

■​ デメリット: 書類作成や手続きに多くの時間と労力がかかります。知識不足に
よるミスや不備が発生しやすく、登記申請が受理されなかったり、補正に時

間がかかり設立日が遅れたりするリスクがあります。 
○​ ポイント: 費用、時間、正確性、安心感の何を重視するかで選択は変わります。例え
ば、「費用は抑えたいが、手続きの正確性には不安がある」という場合は、オンライン

ツールで書類を作成し、その内容を司法書士にレビュー（確認）してもらい、登記申請

のみを依頼する、といったハイブリッドな方法も考えられます。 
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5. 創業資金の調達：事業を軌道に乗せるエンジンを確保する 

多くの場合、会社設立と事業開始にはまとまった資金が必要です。自己資金だけでは不足す

る場合、外部からの資金調達が不可欠になります。特に創業者にとっては、公的な融資制度

や補助金・助成金が有力な選択肢となります。 

よくある疑問とその答え： 

●​ Q: 日本政策金融公庫（JFC）の創業融資って、具体的にどんな制度？どうすれば利用で
きる？ 
○​ A: 日本政策金融公庫（JFC）は、100%政府出資の金融機関で、中小企業や創業者
への融資を積極的に行っています。特に「新規開業資金」（2024年4月に従来の「新
創業融資制度」などを統合・拡充）は、創業者にとって非常に使いやすい制度です。 
■​ 制度概要: 

■​ 対象者: 新たに事業を始める方、または事業開始後おおむね7年以内の方。 
■​ 融資限度額: 7,200万円（うち運転資金は4,800万円）。 
■​ 担保・保証人: 原則として無担保・無保証人での利用が可能です。ただし、経
営者保証を免除する場合、金利が若干上乗せ（例: +0.2%程度）される可能
性があります。法人代表者が連帯保証人となる必要も原則ありません。 

■​ 自己資金要件: 以前は「創業資金総額の1/10以上の自己資金」という要件が
ありましたが、撤廃されました。ただし、融資審査においては自己資金の有無

やその形成過程（コツコツ貯めたかなど）も総合的に考慮されるため、全く準

備がない場合は承認が難しくなる可能性があります。 
■​ 返済期間: 設備資金は最長20年以内、運転資金は最長10年以内（いずれも
元金の返済を猶予できる据置期間は最長5年以内）に延長されました。 

■​ 利率（金利）: 基準利率から一律で引き下げられ、比較的低利です。適用され
る利率は、担保の有無、保証人の有無、融資期間、利用者の属性（女性、若

者/シニア、Uターン者等）、特定の創業支援（例: 自治体の認定特定創業支
援等事業の修了者）を受けたかなどによって変動します。最新の利率はJFC
のウェブサイトで確認が必要です。特定の事業目標達成による金利引き下げ

制度もあります。 
■​ 申込手順: 

1.​ 相談・申込: 最寄りのJFC支店窓口で相談するか、JFCのウェブサイトからイ
ンターネットで申し込みます。インターネット申込の場合、メールアドレス登録

後、専用フォームに必要情報を入力し、必要書類をアップロードします。 
2.​ 必要書類の提出: 借入申込書、創業計画書（非常に重要）、月別収支計画
書、履歴事項全部証明書（法人の場合、登記完了後）、見積書（設備資金の

場合）、本人確認書類、自己資金を確認できる通帳、許認可証（必要な場

合）、その他JFCが指定する書類を提出します。 
3.​ 面談: 担当者との面談が行われます。創業計画書の内容に基づき、事業内

© 2025 のどか会計事務所（nodokaya.jp） All rights reserved. 
19 



容、創業動機、経営者の経験や熱意、資金計画（資金使途、自己資金）、収

支計画の見通し、返済能力などが詳しく確認されます。 
4.​ 実地確認（任意）： 事業所の予定地などを担当者が訪問する場合がありま
す。 

5.​ 審査・結果通知: 面談や提出書類に基づき審査が行われ、通常1～2週間程
度で審査結果が通知されます。 

6.​ 契約・融資実行: 承認された場合、契約書類を提出後、指定した銀行口座に
融資金が振り込まれます。 

■​ 面談対策のポイント: 面談は融資審査の山場です。創業計画書の内容を完璧に
理解し、自分の言葉で熱意を持って説明できることが何よりも重要です。よく聞か

れる質問（創業動機、事業経験、商品・サービスの強み、ターゲット顧客、販売戦

略、競合との差別化、収支計画の根拠、資金使途の詳細、自己資金の調達経

緯、個人の借入状況、将来の展望、リスク対応策など）を想定し、具体的かつ論

理的に回答できるよう準備しておきましょう。服装や言葉遣いにも気を配り、誠実

な態度で臨むことが大切です。 
○​ ポイント: 2024年の制度改定で自己資金要件が撤廃されるなど、利用しやすくなりま
したが、審査基準自体が甘くなったわけではありません。融資はあくまで「借金」であ

り、返済が前提です。事業計画の実現可能性や返済能力は依然として厳しく審査さ

れます。質の高い創業計画書の作成と、面談での的確な説明能力の重要性は変わ

らず、むしろ計画の質そのものがより問われるようになったと言えるでしょう。 
●​ Q: JFC以外に、地方自治体の融資制度や信用保証協会も使えるの？ 

○​ A: はい、JFC以外にも創業者を支援する公的な仕組みがあります。 
■​ 地方自治体の制度融資: 多くの都道府県や市区町村では、地域の金融機関（銀
行、信用金庫など）や信用保証協会と連携し、中小企業や創業者向けの独自の

融資制度（制度融資）を設けています。これらの制度は、一般的にJFCと同様に
低利・固定金利・長期返済といった有利な条件が設定されていることが多く、さら

に自治体が利子の一部を補給（利子補給）したり、信用保証料の一部を補助した

りすることで、利用者の負担を軽減している場合があります。お住まいの、または

事業を行う自治体のウェブサイトや商工担当課で情報を確認しましょう。 
■​ 信用保証協会: 信用保証協会は、中小企業や小規模事業者が金融機関から融
資を受ける際に、その債務を公的に保証する機関です（各都道府県等に設置さ

れています）。金融機関にとっては、万が一返済が滞っても保証協会が代わりに

弁済してくれるため、貸し倒れリスクが大幅に軽減されます。これにより、実績や

担保が乏しい創業者でも、金融機関からの融資を受けやすくなります（保証付き

融資）。利用者は、融資額や期間、財務状況などに応じて計算された保証料を信

用保証協会に支払う必要がありますが、担保の提供や特定の条件を満たすこと

で保証料率が割引される制度もあります。通常、融資を申し込む金融機関を通じ

て保証の申し込みを行います。 
○​ ポイント: JFCの融資、自治体の制度融資、信用保証協会の保証付き融資は、それぞ
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れ独立した制度ですが、しばしば連携しています。例えば、特定の自治体の創業支

援プログラム（認定特定創業支援等事業など）を受けることで、JFCの金利優遇や信
用保証料の割引、制度融資の利用要件緩和などのメリットが得られる場合がありま

す。どの制度が自社にとって最適か、また、どのように組み合わせれば最も有利かを

検討するために、まずは自治体の創業支援窓口（商工会議所、よろず支援拠点など）

に相談してみることをお勧めします。 
●​ Q: 返済不要の補助金・助成金についても知りたい！どうやって探して申請するの？ 

○​ A: 補助金や助成金は、国や地方自治体が特定の政策目的（創業促進、雇用創出、
地域活性化、DX推進、研究開発支援など）を達成するために、事業者の経費の一部
を支援する制度です。最大のメリットは、融資と異なり原則として返済が不要である点

です。 
■​ 注意点: 

■​ 多くの場合、事業を実施し、経費を支払った後に、実績報告書などを提出し
て審査を受け、問題がなければ後から支払われる「後払い（精算払い）」で

す。そのため、採択されてもすぐに入金されるわけではなく、事業実施期間中

の資金は自己資金や融資で賄う必要があります。 
■​ 申請から入金までには長期間（数ヶ月～1年以上）かかることが一般的です。 
■​ 公募期間が限定されており、常に最新情報をチェックする必要があります。 
■​ 申請すれば必ず採択されるわけではなく、審査があります。人気の補助金は
競争率が高いです。 

■​ 対象となる経費が細かく定められており、対象外の経費は補助されません。 
■​ 主な種類（創業者向け・関連性の高いもの例）： 

■​ 小規模事業者持続化補助金: 小規模事業者（従業員数基準あり）の販路開
拓（ウェブサイト作成、広告宣伝、展示会出展など）や業務効率化の取り組み

を支援します。近年、創業枠も設けられています。申請には地域の商工会議

所・商工会の支援・確認が必要です。 
■​ キャリアアップ助成金（厚生労働省）： アルバイトや契約社員といった非正規
雇用労働者の正社員化、処遇改善（賃上げ、研修など）を行った事業主に対

して支給されます。会社設立後に従業員を雇用する場合に関係します。 
■​ IT導入補助金: 中小企業がITツール（会計ソフト、受発注システム、ECサイト
構築など）を導入する際の経費の一部を補助します。 

■​ ものづくり補助金: 革新的な製品・サービス開発や生産プロセス改善のため
の設備投資等を支援します。 

■​ 事業再構築補助金: 新分野展開、業態転換など、思い切った事業再構築に
取り組む中小企業等を支援します（要件変更が多いので注意）。 

■​ 地方自治体の補助金: 各都道府県や市区町村が、地域の実情に合わせて
独自の創業補助金や家賃補助、設備投資補助などの制度を設けている場合

があります。 
■​ 検索方法: 
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■​ 中小企業庁「ミラサポplus」: 国や自治体の支援策（補助金、助成金、融資な
ど）を一元的に検索できるポータルサイト。 

■​ 中小企業基盤整備機構（SME Support, JAPAN）「J-Net21」: 支援情報
ヘッドラインや制度ナビで補助金・助成金情報などを検索できます。 

■​ 各省庁・自治体のウェブサイト: 経済産業省、中小企業庁、厚生労働省、都
道府県、市区町村のウェブサイトで直接情報を確認します。「〇〇県 創業 補
助金」「△△市 起業 助成金」などで検索してみましょう。 

■​ その他: 補助金・助成金専門の民間ポータルサイトや、中小企業診断士、行
政書士、税理士、社会保険労務士などの専門家への相談も有効です。 

■​ 申請プロセスと採択率UPのコツ: 
1.​ 公募情報の収集と公募要領の熟読: 常にアンテナを張り、自社に合った補助
金を見つけたら、公募要領を隅々まで読み込み、目的、対象者、対象経費、

補助率、上限額、申請要件、スケジュールなどを正確に把握します。 
2.​ 事業計画書等の作成: 多くの補助金では、申請にあたり詳細な事業計画書
の提出が求められます。補助金の審査項目や加点項目を意識し、補助金の

目的（政策目標）といかに自社の事業が合致しているか、事業の新規性・革

新性、実現可能性、市場での優位性、将来性、地域経済への貢献などを、具

体的かつ客観的なデータ（数値目標など）を盛り込み、図表なども活用しなが

ら分かりやすく、説得力を持って記述する必要があります。 
3.​ 必要書類の準備と申請: 公募要領に記載された必要書類を漏れなく準備し、
期限内に申請します。近年は電子申請（Jグランツなど）が主流になりつつあ
ります。 

4.​ 採択後の手続き: 採択されたら、交付申請、事業実施、実績報告、確定検査
を経て、補助金が支払われます。各段階で期限や提出書類が定められてい

るため、適切に対応する必要があります。 
○​ ポイント: 補助金・助成金は魅力的な制度ですが、申請には手間と時間がかかりま
す。採択されるためには、公募要領を深く理解し、審査員の視点に立って、質の高い

事業計画書を作成することが不可欠です。加点措置（例: 経営革新計画の承認、賃
上げ表明、特定創業支援の利用など）があれば積極的に活用しましょう。 
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6. （補足）会社設立後に必要となる主な手続き 

法務局での会社設立登記が完了したら、それで終わりではありません。事業をスムーズに開

始・運営していくためには、以下のような手続きが必要になります。これらは設立後、速やかに

行う必要があります。 

●​ 税務署への届出: 
○​ 法人設立届出書: 設立後2ヶ月以内に、納税地を管轄する税務署に提出します。定款
のコピーなどを添付します。 

○​ 青色申告の承認申請書: 設立1期目から青色申告（様々な税務上の特典がある）を行
いたい場合は、設立後3ヶ月以内または最初の事業年度終了日のいずれか早い日ま
でに提出します。 

○​ 給与支払事務所等の開設届出書: 役員報酬や従業員給与を支払う場合に提出しま
す。 

○​ 源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書: 給与を支払う従業員が常時10人
未満の場合、源泉所得税の納付を年2回にまとめられる特例を受けるための申請書
（任意）。 

●​ 都道府県税事務所・市町村役場への届出: 
○​ 法人設立（設置）届出書: 税務署と同様に、都道府県や市町村にも法人設立の届出
が必要です。提出期限や様式は各自治体によって異なります。法人住民税や法人事

業税の課税に関係します。 
●​ 年金事務所への届出（社会保険）： 

○​ 健康保険・厚生年金保険 新規適用届: 法人の場合、社長1人であっても原則として社
会保険（健康保険・厚生年金保険）への加入が義務付けられています。設立後5日以
内に、管轄の年金事務所に提出します。 

○​ 被保険者資格取得届・被扶養者（異動）届: 役員や従業員の社会保険加入手続きで
す。 

●​ 労働基準監督署・ハローワークへの届出（労働保険 - 従業員雇用時）： 
○​ 従業員（パート・アルバイト含む）を1人でも雇用した場合は、労働保険（労災保険・雇
用保険）への加入手続きが必要です。 

○​ 労働保険関係成立届: 労働基準監督署へ。 
○​ 雇用保険適用事業所設置届・雇用保険被保険者資格取得届: ハローワークへ。 

●​ 法人口座の開設: 
○​ 会社の資金管理や取引の透明性を確保するため、会社名義の銀行口座を開設しま
す。登記事項証明書（登記簿謄本）や印鑑証明書などが必要になります。近年、法人

口座開設の審査は厳格化する傾向にあるため、複数の金融機関に申し込むことも検

討しましょう。 

ポイント: これらの設立後の手続きは多岐にわたり、それぞれ提出期限が定められています。
漏れや遅れがないよう、チェックリストを作成するなどして計画的に進めましょう。手続きによっ
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ては、税理士や社会保険労務士といった専門家のサポートを受けるとスムーズです。 
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7. まとめ：確かな準備で、夢への扉を開く 

会社設立は、あなたのビジネスアイデアを形にし、社会に貢献するための重要なスタートライ

ンです。そのプロセスは決して単純ではありませんが、一つひとつのステップの意味を理解し、

適切な情報収集と計画的な準備を行えば、必ず乗り越えることができます。 

会社設立を成功させるための鍵： 

●​ 戦略的な会社形態の選択: ご自身の事業ビジョン、資金計画、求める信用度に基づき、
株式会社と合同会社の特性を深く理解した上で、最適な形態を選びましょう。 

●​ 魂のこもった事業計画の策定: 市場と顧客を深く分析し、実現可能で具体的な数値目標
と、リスクへの備えを盛り込んだ質の高い事業計画は、資金調達だけでなく、事業運営そ

のものの成功確率を高めます。 
●​ 法的・実務的な会社概要の決定: 商号、本店所在地、資本金、事業目的、役員構成と
いった基本情報は、法律やルールを守るだけでなく、将来の事業展開や外部からの評価

にも直結します。慎重に、かつ戦略的に決定しましょう。 
●​ 正確かつ効率的な設立手続き: 定款作成・認証から登記申請まで、複雑な手続きを正確
に進めることが重要です。必要に応じて専門家やツールの力を借り、時間と労力を節約し

ながら、確実に設立を完了させましょう。 
●​ 積極的な資金調達活動: 利用可能な公的融資制度（JFC、自治体制度融資など）や補助
金・助成金を積極的に調査・活用し、事業を安定的に軌道に乗せるための資金を確保し

ましょう。 
●​ 設立後の手続きも忘れずに: 登記完了後も、税務・社会保険などの手続きが待っていま
す。これらを速やかに行うことで、スムーズな事業運営が可能になります。 

この詳細ガイドが、あなたの会社設立という挑戦を力強く後押しし、夢の実現に向けた確かな

一歩を踏み出すための一助となることを心から願っています。もし、個別の状況に応じた具体

的なアドバイスが必要な場合は、法務局、公証役場、日本政策金融公庫、自治体の相談窓

口、または信頼できる司法書士、税理士、行政書士、中小企業診断士、社会保険労務士と

いった専門家にご相談ください。 
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